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平成３０年度企業会計決算審査意見書 

 

 地方公営企業法(昭和２７年法律第２９２号)第３０条第２項の規定により審査

に付された平成３０年度三朝町水道事業及び国民宿舎事業の収入支出決算につき、

それぞれの関係諸帳簿及び証書類について審査した結果、次のとおり意見を付しま

す。 

 

  令和元年８月２３日 

 

 

 

 

 

         三朝町監査委員 石 原 伸 二 

 

 

         三朝町監査委員 牧 田 武 文 

 

 

 

 

 三朝町長 松 浦 弘 幸 様 
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第１ 審 査 の 概 要 

１ 審査対象の区分 

(１) 平成３０年度三朝町水道事業決算 

(２) 平成３０年度三朝町国民宿舎事業決算 

 

２ 審 査 の 期 間 

   令和元年６月１１日から７月４日までのうち６日間 

 

３ 審 査 の 手 続 き 

審査にあたっては、予算の執行状況が地方公営企業法及び条例等の諸規定に則

し、企業の決算諸表について関係書類、資料の提出を求めて、担当職員からの説

明を聴取するとともに、別途実施した例月出納検査等の結果を踏まえて、計数の

確認、予算の執行状況などについて審査した。 

 

第２ 審 査 の 結 果      

審査に付された企業会計の決算報告書、財務諸表、事業報告書及び付属明細書

は、関係法令に準拠して作成されており、その計数は関係諸帳簿、その他の証書

類と照合した結果、誤りのないものと認められた。 

また、予算の執行及び関連する事務の処理は、適正に行われているものと認め

られる。 

 

第３ 決 算 の 状 況  

平成３０年度の水道事業及び国民宿舎事業の決算の状況は、第１表のとおりで

ある。 

 

第１表　平成３０年度の決算の状況（税込） (単位：千円)

収入額 支出額 差引額 備考

収 益 的 収 支 119,064 105,630 13,434

資 本 的 収 支 0 32,459 △ 32,459

収 益 的 収 支 26,285      106,099 △ 79,814

資 本 的 収 支 210,336 144,605 65,731

会計区分

水
道
事
業

国
民
宿
舎

事
 
 
業
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第４ 水道事業会計の状況について 

１ 水道事業決算の概要 

給水人口の減少と節水により、給水量の減少と給水収益の減少傾向のなか、平

成３０年度は前年度より、営業収益は増加し営業費用は減少し、費用比率が減少し

黒字を計上する決算となっている。 

 

２ 収益的収支決算の状況 

収益的収支決算の状況は、第２表のとおりである。 

 

第２表　収益的収支決算の状況（税を含む） （単位：千円）

区分 平成30年度 平成29年度 平成28年度 平成27年度 平成26年度

事 業 収 益 (A) 119,064 114,461 120,345 117,544 165,222

営 業 収 益 114,464 111,883 116,668 114,680 122,517

営業外収益 2,338 2,578 3,677 2,864 36,145

特 別 収 益 2,262 - - - 6,560

事 業 費 用 (B) 105,630 115,490 110,286 109,695 184,283

営 業 費 用 99,610 109,331 104,086 103,538 133,240

営業外費用 6,020 6,159 6,200 6,157 6,061

特 別 損 失 - - - - 44,982

差 引 額 (A)-(B) 13,434 △ 1,029 10,059 7,849 △ 19,061

（１）営業収益の増加は、猛暑の影響から使用水量の増加に伴い料金収入が増加 

  している。また受託工事収益が前年度より皆減となっている。 

 

（２）営業外収益の減少は、その他営業外収益の雑収益の減少によるものである。 

 

（３）特別収益は、退職給付引当金戻入額の皆増によるものである。 

 

（４）事業費用の減少は、人件費の減少、配水管等施設更新に伴う固定資産除却費

減少と受託工事費の未発生によるものである。 

 

（５）収益的収支において、１３，４３４千円の黒字決算となっている。 
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３ 資本的収支決算の状況 

資本的収支決算の状況は、第３表のとおりである。 

 

第３表　資本的収支決算の状況（税を含む） （単位：千円）

区分 平成30年度 平成29年度 平成28年度 平成27年度 平成26年度

資 本 的 収 入 (A) 0 0 2,333 2,978 -

工 事 負 担金 - - 2,333 2,978 -

長期貸付金収入 - - - - -

資 本 的 支 出 (B) 32,459 29,175 32,402 54,455 43,325

建 設 改 良費 24,589 20,741 22,241 35,803 25,342

企業債償還金 7,870 8,434 10,161 18,652 17,983

差 引 額 (A)-(B) △ 32,459 △ 29,175 △ 30,069 △ 51,477 △ 43,325
 

（１） 資本的支出の増加は、建設改良費３，８４８千円の増加で、建設改良費の

内訳は、次のアからエとなっている。 

 

ア．町道三朝砂原線外舗装修繕工事費        ６，８０１千円 

イ．大瀬地区配水管布設替工事費          ７，３９９千円 

ウ．大瀬・横手間送配水管設計業務         ７，５１２千円 

エ. 公営企業会計システム更新、専用パソコン購入費 ２，８７７千円 

 

（２）資本的収支において、不足額３２，４５９千円は、過年度分消費税及び地方

消費税資本的収支調整額１２，９２６千円、当年度分消費税及び地方消費税資

本的収支調整額１，８２１千円、過年度分損益勘定留保資金４，９５０千円、

減債積立金７，８７０千円、建設改良積立金４，８９２千円からの補填となっ

ている。 
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４ 給水の状況 

給水の状況については、第４表のとおりである。 

 

第４表　給水等の状況

区 分 平成30年度 平成29年度 平成28年度 平成27年度 平成26年度

年間配水量（㎥） 846,499 919,569 968,896 975,142 987,443

年間給水量（㎥） 757,986 740,614 751,673 761,275 765,155

有 収 率 （ ％ ） 89.54 80.54 77.58 78.07 77.49

供給単価（㎥当円） 130.95 130.37 129.84 130.20 130.40

給水単価（㎥当円） 130.54 145.74 132.41 135.88 163.50

給 水 件 数 （ 件 ） 1,974 1,991 2,006 2,011 2,009

給 水 人 口 （ 人 ） 4,559 4,618 4,642 4,679 4,735
 

（１）業務の量は、給水人口が減少していることに加えて、全体的に節水の状況が

進むなか、今年度は猛暑により年間給水量が前年度より増加となっている。 

   

（２）有収率が、平成２６年度から平成２８年度まで連続して８０％を割り込んで

おり、平成３０年度は９０％近いが、これは配水量の９月～１１月において自

然災害により機器故障が発生し、正確な数値と捉えられないことによるもので

ある。 

 

（３）平成２６年度から平成２９年度までは、給水単価（給水原価）が供給単価（料

金収益）を上回っており、利益を生じる構造でないが平成３０年度決算におい

て、供給単価が給水単価を０．４１円上回っている。供給単価の現状の改善が

急務となっている。 

 

（４）給水人口は今後も特別な事情がない限り減少していくものと推測されるので、

これらを見据えた広域化・共同化等の業務の検討が求められる。 
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５ 経営の分析（この項の数値は消費税抜きである） 

（１）損益計算書の状況及び利益指標の状況は第５表のとおりである。 

 

（単位：千円）

区 分 平成30年度 平成29年度 平成28年度 平成27年度 平成26年度

営 業 収 益 (A) 105,985 103,624 108,027 106,184 114,303

う ち 給 水 収 益 99,261 96,557 97,595 99,117 99,776

営 業 費 用 (B) 97,509 107,100 101,456 101,366 129,737

うち減価償却費 33,064 34,869 36,564 32,867 40,003

差 引 営 業 収 支
(A)-(B) (C)

8,476 △ 3,476 6,571 4,818 △ 15,434

営 業 外 収 益 ( ｱ ) 2,314 2,536 3,654 2,840 36,114

う ち 長 期 前
受 金 戻 入

1,984 1,984 1,926 1,852 35,630

営 業 外 費 用 ( ｲ ) 1,442 1,642 1,825 2,469 3,209

う ち 支 払 利 息 1,437 1,593 1,825 2,469 3,209

差 引 営 業 外 収 支
( ｱ )-( ｲ ) ( ｳ )

872 894 1,829 371 32,905

経 常 利 益
(C)+( ｳ ) (D)

9,348 △ 2,582 8,400 5,189 17,471

特 別 利 益 (E) 2,262 - - - 6,560

特 別 損 失 (F) - - - - 44,982

当 年 度 総 利 益
(D)+(E)-(F) (G)

11,610 △ 2,582 8,400 5,189 △ 20,951

前 年 度 繰 越 利 益
剰 余 金

△ 13,084 △ 10,502 △ 18,902 △ 24,091 △ 3,140

当年度未処分利益
剰 余 金

11,288 △ 13,084 △ 10,502 △ 18,902 △ 24,091

総 収 益
(A)+( ｱ )+(E) (H)

110,561 106,160 111,681 109,024 156,977

総 費 用
(B)+( ｲ )+(F) (I)

98,951 108,742 103,281 103,835 177,928

総 収 益 対 総 費 用
比率(H)/(I) (％)

111.7% 97.6% 108.1% 105.0% 88.2%

営 業 収 益 対 営 業
費 用 比 率
(A)/(B) ( ％ )

108.7% 96.8% 106.5% 104.8% 88.1%

第５表　損益計算書及び利益指標
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ア．営業収益から営業費用を差し引いた営業利益（Ｃ欄）において、８，４７６千

円の黒字となっている。 

 

イ．営業外収益から営業外費用を差し引いた営業外利益（ウ欄）では、８７２千円

の黒字となっている。 

 

ウ. 営業利益と営業外利益を合算した経常利益（Ｄ欄）は９，３４８千円の黒字と

なり、特別利益（Ｅ欄）２，２６２千円を含んだ当年度純利益（Ｇ欄）では 

１１，６１０千円の黒字となっている。 

 

エ．当年度未処分利益剰余金には、その他の未処分利益剰余金として減債積立金と

建設改良積立金から１２，７６２千円が取崩しされ、前年度繰越利益欠損金 

１３，０８４千円が加減され、当年度未処分利益剰余金は１１，２８８千円とな

っている。 

 

オ. 総収益対総費用比率は、総収益が総費用を上回って１１１.７％、営業収益対

営業費用比率も営業収益が営業費用を上回り１０８.７％となっている。 
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（２）貸借対照表の推移は、第６表のとおりである。 

第６表　貸借対照表の推移 （単位：千円）

区 分 平成30年度 平成29年度 平成28年度 平成27年度 平成26年度

1 固 定 資 産 （ A ） 548,554 558,874 578,630 595,014 594,935

2 流 動 資 産 （ B ） 249,754 239,722 230,340 217,020 229,454

（1）現金・預金 224,786 219,747 211,075 194,080 209,143

（2）未収金・貯蔵品 24,968 19,975 19,265 22,940 20,311

3 繰 延 勘 定 （ C ） - - - - -

資 産 合 計
（A）＋（ B）＋（ C）

798,308 798,596 808,970 812,034 824,389

4 固 定 負 債 （ D ） 94,689 99,882 105,374 115,116 125,867

（1）企　業　債 60,716 63,646 71,516 79,950 90,112

（2）引　当　金 33,973 36,236 33,858 35,166 35,755

5 流 動 負 債 （ E ） 8,260 12,981 13,296 15,425 23,345

（1）企　業　債 2,930 7,870 8,434 10,162 18,652

（2）未払金・引当金 5,330 5,111 4,862 5,263 4,693

6 繰 延 収 益 （ F ） 37,846 39,830 41,815 41,407 40,281

（1）長期前受金 81,222 81,222 81,222 78,889 75,911

（2）収益化累積額 △ 43,376 △ 41,392 △ 39,407 △ 37,482 △ 35,630

負 債 合 計
（D）+（E）+（F） (ｱ)

140,795 152,693 160,485 171,948 189,493

7 資 本 金 （ G ） 513,270 513,270 513,270 512,555 512,555

（1）自己資本金 513,270 513,270 513,270 512,555 512,555

（2）借入資本金 - - - - -

8 剰 余 金 （ H ） 144,243 132,633 135,215 127,531 122,341

（1）資本剰余金 546 546 546 546 546

（2）利益剰余金 143,697 132,087 134,669 126,985 121,795

ｲ．積立金 132,409 145,171 145,171 145,886 145,886

ﾛ．過年度未処分
   欠損金

△ 13,084 △ 10,502 △ 18,902 △ 24,090 △ 3,140

ﾊ．当年度未処分利益
   剰余金

24,372 △ 2,582 8,400 5,189 △ 20,951

資 本 合 計
（ G ） + （ H ） ( ｲ )

657,513 645,903 648,485 640,086 634,896

負 債 資 本 合 計
（ ｱ ） ＋ （ ｲ ）

798,308 798,596 808,970 812,034 824,389

※ﾊ,当年度未処分利益剰余金の内訳は、当年度純利益11,610千円、減債積立金取崩額7,870千円、建設改良積立金取崩額
4,892千円である。
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ア．全体的に、建設改良費補てん財源と企業債償還財源への積立金取崩が行われて

いる。 

（ア）資産の部では、固定資産において主なものとして建設仮勘定が増加し、構築

物の増減異動による増加、減価償却等から固定資産は減少している。流動資産

は現金預金及び未収金等が増加し、流動資産としては増加している。資産合計

では前年度より２８８千円の減額となっている。平成２６年度以降減少傾向が

続いている。 

 

（イ）負債の部では、固定負債において企業債及び引当金は減少している。流動負

債は企業債で減少し未払金と引当金は増加している。負債合計では前年度より 

１１，８９８千円の減額となっている。 

 

（ウ）資本の部では、主なものとして前年度より積立金が減少し当年度未処分利益

剰余金が増加し、資本合計では前年度より１１，６１０千円の増額となってい

る。当年度未処分利益剰余金２４，３７２千円の内訳は、当年度純利益１１，

６１０千円、減債積立金取崩額７，８７０千円、建設改良積立金取崩額４，８

９２千円であり、過年度未処分欠損金１３，０８４千円との加減では１１，２

８８千円の剰余金となっている。 

 

 

（３）検討されるべき事項 

  使用水量の減少、有収率の向上、料金改定、建設改良費の発生、企業債、職員

数、共同化・広域化等の検討が必要となっている。 
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第５ 国民宿舎事業会計の状況について 

１ 国民宿舎事業決算の概要 

ア．平成２９年４月から指定管理者による運営となり、営業収益は発生しない。 

 

イ．国民宿舎ブランナールみささの管理に関する年度別協定書により、指定管理料

の支払い、指定管理者納付金が納付されている。 

 

ウ．資本的収入において一般会計から出資金２１０，３３６千円が収入されている。 

 

２ 収益的収支決算の状況 

収益的収支決算の状況は、第７表のとおりである。 

第７表　収益的収支決算の状況（税を含む） （単位:千円）

平成30年度 平成29年度 平成28年度 平成27年度 平成26年度

利 用 料 収 入 - - 204,474 205,411 222,345

売 店 収 入 - - 14,619 15,400 18,628

その他営業収入 - - 10,366 10,699 12,687

営 業 外 収 入 26,285 26,865 446 471 482

特 別 収 入 0 15 61,855 9,458 8,847

26,285 26,880 291,760 241,439 262,989

施 設 経 営 費 79,054 81,049 279,278 242,429 258,281

減 価 償 却 費 23,350 23,350 23,530 23,558 23,569

支 払 利 息 3,695 5,038 6,134 6,629 7,107

支 払 消 費 税 - - 6,356 6,515 6,919

繰延勘定償却費 - - - - -

特 別 損 失 0 225 125 1,164 81,701

106,099 109,662 315,423 280,295 377,577

△ 79,814 △ 82,782 △ 23,663 △ 38,856 △ 114,588差 引 額 (A) － (B)

区分

事
業
収
入

事 業 収 入 計 (A)

事
業
費
用

事 業 費 用 合 計 (B)

※特別収入には千円未満あり。 

（１）営業外収益は指定管理者納付金２２，０００千円が納付されている。 

 

（２） 事業費用は指定管理料７８，６４０千円及び企業債利息等が支出されてい

る。 
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３ 資本的収支決算の状況 

資本的収支決算の状況は、第８表のとおりである。 

 

第８表　資本的収支決算の状況（税を含む） （単位:千円）

平成30年度 平成29年度 平成28年度 平成27年度 平成26年度

出 資 金 210,336 215,382 68,536 68,843 67,113

他 会 計 借 入 金 - - - - -

210,336 215,382 68,536 68,843 67,113

建 設 改 良 費 - - - - -

企 業 債 償 還 費 98,889 98,889 47,090 47,090 47,090

長期借入金償還費 12,716 12,716 6,055 6,055 6,055

他 会 計 借 入 金
償 還 費

33,000 2,300 2,300 2,300 2,300

144,605 113,905 55,445 55,445 55,445

65,731 101,477 13,091 13,398 11,668差 引 額 (A) － (B)

区分

収
入

収 入 計 (A)

支
出

支 出 計 (B)

 

（１）収入の出資金は、一般会計からの資本注入であり、支出は企業債償還金と他

会計借入金等の償還金となっている。 

 

（２）他会計借入金償還費は、１億５千万円の借入分について平成３０年度から償

還が発生している。 
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４ 経営の分析（この項の数値は消費税税抜きである） 

（１）経営状況は、第９表損益計算書（利益指標を含む）のとおりである。 

第９表　損益計算書及び利益指標の状況（税抜き） （単位：千円）

平成30年度 平成29年度 平成28年度 平成27年度 平成26年度

決算額 決算額 決算額 決算額 決算額

営 業 収 益 (A) - - 212,462 214,361 234,871

う ち 利 用 収 益 - - 189,328 190,196 205,875

う ち 売 店 収 益 - - 13,536 14,259 17,248

営 業 費 用 (B) 96,579 98,426 292,139 255,322 269,947

うち施設経営費 73,229 75,076 268,609 231,764 246,379

うち減価償却費 23,350 23,350 23,530 23,558 23,568

差 引 営 業 収 支
(A)－ (B) (C)

△ 96,579 △ 98,426 △ 79,677 △ 40,961 △ 35,076

営業外収益 ( ｱ ) 20,459 20,892 418 440 449

営業外費用 ( ｲ ) 3,694 5,263 6,134 6,629 7,107

支 払 利 息 等 3,694 5,263 6,134 6,629 7,107

繰 延 勘 定
償 却 費

- - - - -

差 引 営 業 外 収 支
(ｱ)－(ｲ) (ｳ)

16,765 15,629 △ 5,716 △ 6,189 △ 6,658

経 常 利 益
(C)+( ｳ ) (D)

△ 79,814 △ 82,797 △ 85,393 △ 47,150 △ 41,734

特 別 収 益 (E) 0 15 61,855 9,458 8,847

特 別 損 失 (F) - - 125 1,164 81,701

当 年 度 純 利 益
(D)+(E)-(F) (G)

△ 79,814 △ 82,782 △ 23,663 △ 38,856 △ 114,588

前 年 度 繰 越 利 益
剰 余 金

△ 1,031,451 △ 948,669 △ 925,006 △ 886,150 △ 771,562

当年度未処分利益
剰 余 金

△ 1,111,265 △ 1,031,451 △ 948,669 △ 925,006 △ 886,150

総 収 益
(A)+(ｱ)+(E) (H)

20,459 20,907 274,735 224,259 244,167

総 費 用
(B)+(ｲ)+(F) (I)

100,273 103,689 298,398 263,115 358,755

総収益対総費用比率
(H)/(I) (％)

20.4% 20.2% 92.1% 85.2% 68.1%

営業収益対営業費用
比 率 (A)/(B) ( ％ )

0.0% 0.0% 72.7% 84.0% 87.0%

区 分
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ア.営業は指定管理者が運営され、営業収益は発生していない。営業費用の主なも

のは指定管理料、保険料、減価償却費となっている。 

 

イ営業外収益の主なものは指定管理者納付金２０，３７０千円等で、営業外費用は

企業債等償還金利息３，６９５千円となっている。 

 

ウ.経常利益（（Ｄ）欄）では７９，８１４千円の純損失を計上し、当年度未処分利

益純損失が前年度より縮小している。営業費用、営業外費用が前年度より減少

となっている。 

 

エ.当年度未処分利益剰余金では、前年度の繰越欠損金と当年度未処分利益純損失

により１，１１１，２６５千円の未処分利益欠損金となっている。 
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（２）貸借対照表の推移は、第１０表のとおりである。 

第１０表　貸借対照表の推移（税抜き） （単位：千円）

区 分 平成30年度 平成29年度 平成28年度 平成27年度 平成26年度

1 固 定 資 産 （ A ） 814,143 837,494 860,844 884,373 907,932

2 流 動 資 産 （ B ） 86,728 82,833 28,744 8,882 11,367

（1）現金・預金 82,532 73,730 20,509 2,922 3,560

（2）未収金・貯蔵品等 4,196 9,103 8,235 5,960 7,807

資産合計（ A）＋（ B） 900,871 920,327 889,588 893,255 919,299

3 固 定 負 債 （ C ） 716,209 876,814 1,079,878 1,127,178 1,192,081

（1）企　業　債 197,778 296,667 447,355 494,445 541,535

（2）他会計借入金 518,431 580,147 632,523 570,878 579,232

（2）引　当　金 - - - 61,855 71,314

4 流 動 負 債 （ D ） 219,371 208,744 107,540 108,780 99,908

（1）企　業　債 98,889 98,889 47,090 47,090 47,090

（2）他会計借入金 61,716 45,716 8,355 43,355 28,355

（3）未　払　金 57,847 63,220 51,176 15,411 21,194

（4）預　り　金 919 919 919 861 1,128

（5）引　当　金 - - - 2,063 2,141

負 債 合 計
（ C）＋（ D） （ ｱ）

935,580 1,085,558 1,187,418 1,235,958 1,291,989

5 資 本 金 （ E） 1,076,556 866,220 650,839 582,303 513,460

（1）自己資本金 1,076,556 866,220 650,839 582,303 513,460

（2）借入資本金 - - - - -

6 剰 余 金 （ F） △ 1,111,265 △ 1,031,451 △ 948,669 △ 925,006 △ 886,150

（1）未処分利益剰余金 △ 1,111,265 △ 1,031,451 △ 948,669 △ 925,006 △ 886,150

　ｲ.当年度未処分欠損金 △ 1,111,265 △ 1,031,451 △ 948,669 △ 925,006 △ 886,150

資 本 合 計
（ E ） ＋ （ F ） ( ｲ )

△ 34,709 △ 165,231 △ 297,830 △ 342,703 △ 372,690

負 債 資 本 合 計
（ ｱ ） ＋ （ ｲ ）

900,871 920,327 889,588 893,255 919,299
 

ア．資産では前年度より、固定資産が２３，３５１千円減少し、流動資産が３，８

９５千円増加し、資産合計で１９，４５６千円の減少となっている。 

固定資産の新たな購入等による増減はなく、減価償却による減少となっている。 

流動資産は、現金預金８，８０２千円が増加し、消費税還付金等の未収金が減
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少し、流動資産では増加となっている。 

 

イ．負債の固定負債は、企業債及び他会計借入金等が前年度より１６０，６０５千

円減少となっている。流動負債では、他会計借入金が１６，０００千円増加し

未払金については退職給付費等が５，３７３千円減少し、負債合計では前年度

より１４９，９７８千円の減額となっている。 

  平成３０年度末の負債合計が９３５，５８０千円となっており、償還予定は令

和４年度末で着実な処理がなされるものである。 

 

ウ．資本金では、一般会計からの出資金２１０，３３６千円が支援されている。 

 


